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兵 庫 県 社 会 福 祉 協 議 会 

兵庫県社会福祉事業経営相談室  

情報には万全を期しておりますが、ご利用いただく際には関係官庁などにお確かめの上、ご参考にしてください。当情

報を利用したことにより生じた被害や損害に関しては、一切の責任を負いませんのでご了承ください。 

【Ｑ： 休憩時間付与の留意点】 

 

Ｑ  休憩時間は、どのように与えなければなりませんか。 

 

Ａ  

  労働基準法では、労働者の心身の疲労を回復させるため、労働時間の途中に休憩

時間を次のとおり与えることを規定しています。（法第 34条第１項） 

   １ 労働時間が６時間を超えて８時間までの場合 ⇒ 少なくとも 45 分 

   ２ 労働時間が８時間を超える場合       ⇒ 少なくとも 60 分 

 

  したがって、同法上では、1日５時間勤務のパート職員など１日の労働時間が６

時間以下の場合は、休憩時間を与えなくてもよく、また、８時間を超える時間が何

時間であっても 60 分の休憩を与えればよいということです。 

 

  しかし、あくまでも同法で規制しているのは最低基準であり、同法の趣旨から考

えると労働時間が長くなればそれだけ疲労の度合いも増加することとなるので、疲

労回復に必要な休憩を労働時間に応じて適時与えるようにすべきです。 

 

  それぞれの事業の実情なども考慮し、適切に休憩時間を与えるよう留意する必要

があります。 

 

  なお、一斉に休憩を付与する必要がない社会福祉施設（同法第 40 条、同法規則

第 31 条）において、休息時間をとる時間帯を労働者にゆだねる場合には、各日の

休憩時間の長さを定め、それをとる時間帯は労働者にゆだねる旨を就業規則への記

載が必要です。 

 

  また、乳児院、児童養護施設、知的障害児施設、盲ろうあ児施設、及び肢体不自

由児施設に勤務する職員で、児童と起居をともにする者については、労働基準監督

署に「休憩自由利用除外許可申請書」を提出し、予め許可を受けた場合は、自由に

利用させなくてもよいことになっています。 

 

 

 

 

 

 


